藤岡市雹害復旧融資利子補給金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、令和４年６月２日の降EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(ひょう),雹)により被害を受けた事業者が、金融機関から復旧のための融資を受けた場合において、予算の範囲内で当該融資に係る利子補給金を交付することについて、藤岡市補助金等に関する規則（昭和４２年規則第２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（交付対象）
第２条　利子補給金の対象となる融資（以下「対象融資」という。）は、事業の用に供する建物、設備その他の物件（車両及び農業用施設を除く。）で令和４年６月２日の降雹により被害を受けたものの復旧に係る融資であって、令和４年６月２日から１２月３１日までに受けたものとし、上限を２，５００万円とする。
２　利子補給金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件の全てに該当する事業者とする。
 (1)　市内に事務所又は事業所を有していること。
 (2)　市税を滞納していないこと。
 (3)　本人（法人にあっては代表者）及び従業員が藤岡市暴力団排除条例（平成２４年条例第２３号）第２条第３号に規定する暴力団員等でないこと。
　（利子補給金の額及び交付対象期間）
第３条　利子補給金の額は、対象融資に係る支払利子（返済期日の遅延に係るものを除く。）に相当する額と対象融資に年１．８パーセントの率を乗じて得た額とを比較していずれか少ない方の額とし、交付の対象となる期間は、対象融資を受けた日から５年間とする。
　（交付認定申請）
第４条　利子補給金の交付の認定を受けようとする者は、令和４年１０月３１日までに雹害復旧融資利子補給金交付認定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
 (1)　金融機関が発行する返済予定が分かるものの写し
 (2)　暴力団排除に関する誓約書（様式第２号）
　（交付認定）
第５条　市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、利子補給金の交付の認定の可否を決定して、雹害復旧融資利子補給金交付認定（不認定）通知書（様式第３号）により当該申請をした者に通知するものとする。
　（交付認定内容の変更）
第６条　前条の規定による利子補給金の交付の認定を受けた者（以下「交付認定者」という。）は、当該認定に係る対象融資の内容を変更したとき、事業を廃止したとき又は事務所若しくは事業所を市外に移転したときは、雹害復旧融資利子補給金交付認定変更申請書（様式第４号）に当該事実が確認できる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請の内容を審査した結果、認定の内容を変更したときは、雹害復旧融資利子補給金交付認定変更通知書（様式第５号）により当該申請をした者に通知するものとする。
　（交付申請）
第７条　交付認定者は、利子補給金の交付を受けようとするときは、雹害復旧融資利子補給金交付申請書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
 (1)　金融機関が発行する融資の事実を確認できるものの写し
 (2)　利子の支払をしている事実が確認できるものの写し
 (3)　市税に未納税額のないことの証明書
 (4)　その他市長が必要と認める書類
２　前項の規定による申請は、毎年１月１日から１２月３１日までの期間に支払った対象融資に係る利子について、翌年２月末までに行わなければならない。
　（交付決定）
第８条　市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、利子補給金の交付の可否を決定して、雹害復旧融資利子補給金交付（不交付）決定通知書（様式第７号）により当該申請をした者に通知するものとする。
　（請求及び交付）
第９条　前条の規定による利子補給金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、雹害復旧融資利子補給金請求書（様式第８号）を市長に提出するものとする。
２　市長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに利子補給金を交付するものとする。
　（調査）
第１０条　市長は、この要綱の適正な運用を図るため必要があるときは、交付決定者に必要な書類の提出を求め、当該交付決定者の実情を調査することができる。
　（利子補給金の交付認定の取消し等）
第１１条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、利子補給金の交付の認定の決定の一部又は全部を取り消すことができるものとし、当該取消しに係る部分に関し、既に交付した利子補給金があるときは、その返還を命ずるものとする。
 (1)　偽りその他不正な手段により交付認定の決定又は交付を受けたとき。
 (2)　この要綱の規定に違反したとき。
 (3)　対象融資に係る取扱金融機関への元利金返済が６月にわたり滞ったとき。
 (4)　対象融資に係る代位弁済を受けたとき。
 (5)　その他市長が不適当と認めたとき。
　（補則）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この告示は、公表の日から施行する。
